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１ 地域の循環型社会形成を推進するための基本的な事項 

 
（１） 対象地域 

   構成市名  明石市 

面  積  49.42ｋ㎡ 

   人  口  298,276人   （平成 28年 10月 1日現在） 

 

（２） 計画期間 

本計画は平成 30 年 4月 1日から令和 7年 3月 31日までの 7年間を計画期間とする。 
なお、目標の達成状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要な場合には計画を見直す

ものとする。 
 
（３） 基本的な方向 

明石市では、平成 22年度に「明石市第 5次長期総合計画」（令和 4年度からは「あかし

ＳＤＧｓ推進計画（明石市第 6 次長期総合計画）」を策定し、長期総合計画と連携して本

市の望ましい環境像の実現をめざすためのマスタープランとして「第 2 次明石市環境基

本計画（改定版）」（令和 4年度からは「第 3次明石市環境基本計画」を策定している。 

環境基本計画では、明石市のめざす環境像を、「人にも自然にも地球にもやさしいまち 

あかし」と定め、環境全般に関する取り組みの基本方針を示し、環境関連の具体的な施策

や取り組みについては、別途個別計画にて基本的政策を定めている。 

個別計画の１つである一般廃棄物基本計画「みんなでつくる循環型のまち・あかし」で

は、ごみ発生抑制を最優先とし、再使用・再利用への誘導を図り、更には、ごみ減量化や

再資源化を促進するため、環境学習の推進を行うとともに、ごみ減量推進員・協力員や市

民活動支援を行うなどパートナーシップによる取り組みを強化している。また、令和 4年

度には本計画の見直しを行い、循環型社会の実現に向け、地球環境に影響を与えるプラス

チックごみの削減、ごみの発生抑制につながる食品ロスの削減などの取り組みなどを一層

推進していくとしている。 

 

（４） ごみ処理の広域化の検討状況 

明石市循環型社会形成推進地域計画の策定当時（平成 29 年度）は、兵庫県ごみ処理広

域化計画では、明石市は単独処理を行うとされていた。 

本市の新ごみ処理施設整備に係る検討においては、近隣市町との広域化を検討したが、

他市町間で既に広域化事業を決定していたなど、現在も本市との広域化事業が困難な状況

であるため、引き続き明石市域で発生するごみは明石市内で処理を行うものとする。 

なお、兵庫県ごみ処理広域化計画は、平成 30 年８月に兵庫県廃棄物処理計画に統合さ

れ、広域化の方針は同計画の中で示された。ここでは、「広域処理ブロックの検討にあた
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っては、市町間の地理的条件や社会的条件、従来からの広域処理の枠組等を尊重する。地

域のごみ処理状況、財政状況等実情に精通した市町が事業主体として広域化を検討する。」

とされており、今後は、必要に応じて広域処理の検討も行う。 

 

（５） プラスチック資源の分別収集及び再商品化に係る実施内容 

プラスチック資源は、当面の間、可燃ごみとして焼却処分を継続するが、今後コストや

ごみ分別時の市民負担等の情報収集を行い、財政状況等を踏まえながら分別収集・再商品

化の実施方法や実施時期について検討を行う。 
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２ 循環型社会形成推進のための現状と目標 

 

（１） 一般廃棄物等の処理の現状 

平成 27年度の一般廃棄物の排出、処理状況は図１のとおりである。 

焼却施設では、熱回収した蒸気を用いて、場内施設への熱供給利用及び発電を行い、場内

電力を賄うとともに余剰電力については、民間電力会社に売却している。 

 

 
 

図１  一般廃棄物処理状況フロー（平成 27年度） 

    

集団回収量 総資源化量

直接資源化量 処理後再生利用量

2,391 t 2,329 t
2.4% 処理残さ量 2.4%

16,660 t
排   出   量 計画処理量 中間処理量 16.8% 処理後最終処分量

99,009 t 95,440 t 14,331 t
100% 96.4% 減量化量 14.5%

78,780 t
自家処理量 直接最終処分量 79.6% 最終処分量

1,178 t 15,509 t
1.2% 15.7%

8,034 t 12,754 t

99,009 t

0 t
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（２） 一般廃棄物等の処理の目標 

   本計画の計画期間中においては、循環型社会の実現を目指し、表１のとおり目標量につ

いて定め、それぞれの施策に取り組んでいくものとする。また、令和 7年度における目標

達成時の一般廃棄物の処理状況フローは、図２のとおりである。 
 

表 1  減量化、再生利用に関する現状と目標 

 
    
 

 
図２  目標達成時の一般廃棄物処理状況フロー 

人 口 297,975 人 304,193 人

総排出量 33,990 トン 31,804 トン ( -6.4 %)

１事業所当たりの排出量※２ 3.76 トン/事業所 3.56 トン/事業所 ( -5.3 %)

総排出量 65,019 トン 63,053 トン ( -3.0 %)

1人当たりの排出量※３ 200 ｋｇ/人 192 ｋｇ/人 ( -4.0 %)

合 計 事業系生活系排出量合計 99,009 トン 94,857 トン ( -4.2 %)

2,391 トン ( 2.4 %) 1,772 トン ( 1.9 %)

12,754 トン ( 11.9 %) 10,347 トン ( 10.3 %)

41,159 MWh 38,543 MWh

5,529 GJ 5,399 GJ

最終処分量 15,509 トン ( 15.7 %) 15,432 トン ( 16.3 %)

※１ 排出量は現状に対する増減割合、直接資源化量・埋立最終処分量は排出量に対する割合、総資源化量は排出量＋集団回収量に対する割合

※２ （1事業所当たりの排出量）＝｛（事業系ごみの総排出量）－（事業系ごみの資源ごみ量）｝/（事業所数）

※３ （1人当たりの排出量）＝｛（生活系ごみの総排出量）－（生活系ごみの資源ごみ量）｝/（人口）

　　　　　≪用語の定義≫

排 出 量 ：事業系ごみ、生活系ごみを問わず、出されたごみの量（集団回収されたごみを除く。）［単位：トン］
再 生 利 用 量 ：集団回収量、直接資源化量、中間処理後の再生利用量の和［単位：トン］
エネルギー回
収 量

：エネルギー回収施設において発電された年間の発電電力量［単位：MWh］及び熱利用量［単位：GJ］

最 終 処 分 量 ：埋立処分された量［単位：トン］

埋立最終処分量

排 出 量

事 業 系

生 活 系

再生利用量
直接資源化量

総資源化量

エ ネ ル ギ ー
回 収 量

エネルギー回収量（年間の発電電力量及
び熱利用量）

指　　　　　　　　　標 現　　状（割合※１） 目　　標（割合※１）
平成27年度 令和7年度

集団回収量 総資源化量

直接資源化量 処理後再生利用量

1,772 t 2,774 t
1.9% 処理残さ量 2.9%

17,138 t
排   出   量 計画処理量 中間処理量 18.1% 処理後最終処分量

94,857 t 92,017 t 14,364 t
100% 97.0% 減量化量 15.1%

74,879 t
自家処理量 直接最終処分量 78.9% 最終処分量

1,068 t 15,432 t
1.1% 16.3%

94,857 t

0 t

5,801 t 10,347 t
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３ 施策の内容 

 

（１） 発生抑制、再利用の促進 

ア 家庭系指定袋制の導入と分別区分 
・近隣他都市の状況等を調査するとともに、袋の仕様について検討を進める。 

・指定袋の実施に合わせて名称変更するとともに、分別区分についても検討する。 

・指定袋へのバイオプラスチック等の導入を検討する。 

 

イ 生ごみの減量化と食品ロスの削減 
・生ごみの水切りの推進と堆肥化の普及啓発をする。 

・『もったいない』を意識した行動を推進する。 

・食品ロスを削減するための方策について普及啓発を図る。 

・環境に配慮した「買い物」、「料理」を行うエコクッキングについて関係機関と連携

し推進する。 

 

ウ プラスチックごみの減量 
・使い捨てプラスチックの使用の削減に向けた啓発を行う。 

・マイバッグ、マイボトル等の利用を促進する。 

・海洋プラスチック等のプラスチック問題に関する意識を向上させる。 

 

エ 家庭系ごみの有料化導入検討及び処理手数料の適正化 
・新ごみ処理施設整備に向けたごみ減量施策については、有料化導入を含め効果的な

手法について検討してきたが、本市では、指定袋制の導入等を優先実施していくこ

ととする。そのうえで、更なるごみの減量化やごみ処理経費の負担の公平化などが

必要となる場合は、近隣他都市の状況も勘案し有料化導入についても検討する。 

・処理原価及び近隣市との料金バランスを図るため、搬入手数料の適正化を適時・適

切に実施する。 

 

オ 事業系指定袋制の導入 
・指定袋による排出へと排出方法の変更に取り組み、ごみの排出抑制、不適正排出の

防止を図る。 

・一般廃棄物処理業許可業者へ説明を十分に行い、制度の導入が円滑に進むよう配慮

する。 

・指定袋へのバイオプラスチック等の導入を検討する。 

 

カ 事業系ごみ処理手数料の適正化 
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処理原価及び近隣市との料金バランスを図るため、搬入手数料の適正化を随時・適切

に実施する。 

 

キ 再使用・再生利用の推進 
・家具の再使用を推進する。（リサイクル家具） 

・市民が気軽に参加できる取り組み（リサイクル図書の無料提供）を継続する。 

・小型家電及び廃食用油の再生利用を推進する。 

・再使用や再生利用の取り組みについて、他都市及び民間技術の動向を調査しながら、

効果的な事業について検討する。 

 
ク レジ袋対策 

レジ袋削減キャンペーンの実施や強化月間の設定などにより、レジ袋削減の協定事業

者、協力事業者及び消費者団体と協力してレジ袋削減に努める。 
また、今後もレジ袋削減推進担当者会議の開催など、レジ袋削減の協定締結事業者、

協力事業者及び消費者団体との連携の強化を図る。 
 
ケ 焼却灰の資源化の推進 

焼却処理後の焼却灰については、本市の最終処分場及びフェニックスへの委託により

最終処分を行っているが、安定かつ継続的な処理・処分を確保し、ごみの再生利用や最

終処分場の延命化を図るため、焼却灰の資源化を進める。 
 
（２） 処理体制 

  ア 家庭系ごみの処理体制の現状と今後 
    分別区分及び処理方法については、表２のとおりである。 
    家庭から排出されるごみのうち、燃やせるごみ、一斉清掃ごみ（可燃性）及び破砕選

別施設からの可燃物については、焼却施設において焼却処理を行い、発生した熱を利用

して発電を行っている。 
また、燃やせないごみ、資源ごみ、粗大ごみ及び一斉清掃ごみ（不燃性）については、

破砕選別施設において破砕選別処理を行っている。 
    焼却施設は、平成 11(1999)年 4月の稼働開始から 18年が経過しているが、計画的な

点検補修を行い、安定的な稼働に努めている。 
    しかしながら、経年による老朽化が進んでいる状況に加えて、ごみ量の減少などから、

ごみ量に対する焼却規模が非効率であるため、新ごみ処理施設（焼却施設）では効率的

な運転に併せてエネルギーの回収を行う。 
破砕選別施設についても、焼却施設同様に平成 11(1999)年 4月の稼働から 18年が経

過しており、計画的な点検補修を行い、安定的な稼働に努めているところであるが、焼
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却施設同様に経年に伴う老朽化が進んでいる状況であり、新ごみ処理施設（破砕選別施

設）では、更なる資源化率の向上をめざす。 
 
  イ 事業系一般廃棄物の処理体制の現状と今後 

事業系一般廃棄物の区分は、「燃やせるごみ」「燃やせないごみ」に区分し、燃やせな

いごみは、破砕処理工程において、再資源化が可能なごみや可燃ごみに選別し、処理を

行っている。 
また、事業用に供される部分の延床面積が 3,000m2以上の建築物、店舗面積が 1,000m2

超の小売店舗の所有者または占有者に対し、減量計画書・実績報告書及び管理責任者選

任届出書の提出を条例で定めている。 

対象事業主には計画書等の提出を求めるとともに、必要に応じた事業所への立入検査

により、ごみの適正排出や減量化に向けた指導等の取り組みを引き続き実施する。 

 

ウ 一般廃棄物処理施設で併せて処理する産業廃棄物の現状と今後 

明石市では、現在、一般廃棄物処理施設で一般廃棄物と併せて条例で規定された産業

廃棄物の処理・処分を行っており、今後、新ごみ処理施設においても条例で規定した品

目については受け入れていく方針とする。 

ただし、施設では、現在実施している受入品目の厳選や、他地域からの持込の完全排

除などを強化し、更なる徹底した管理体制の構築を目指すこととする。 

また、排出事業者に対しては、搬入を許可した品目について周知徹底を図るとともに、

搬入時における受入基準等を遵守するよう指導していくものとする。 
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（３） 処理施設等の整備 

上記（２）の分別区分及び処理体制で処理を行うために表３のとおり必要な施設整備を

行う。 
表３ 整備する処理施設 

事業 
番号 

整備施設種類 
施 設 名 

事業名 処理能力 設置予定地 事業期間 
国土 
強靭化 

１ 

リサイクルセンタ

ー 
新ごみ処理施設

（破砕選別施設） 

明石市マテリ

アルリサイク

ル推進施設整

備事業 

34ｔ/5ｈ 

大久保町松

陰 1148 

（市有地） 

施設本体事業 

R9~R12 
（次期計画に

より整備） 

－ 

２ 

ごみ焼却施設 
新ごみ処理施設

（焼却施設） 

明石市エネル

ギー回収型廃

棄物処理施設

整備事業 

300ｔ/日 

解体工事 

R7～R9 

（次期計画に

より実施） 

－ 

施設本体事業

R8～R12 

（次期計画に

より整備） 

－ 

（整備理由） 
 事業番号１・２ 既存施設の老朽化への対応及びごみ処理中間施設の定格能力の見直しによ

る効率的な施設運営を推進するため 
 
（４） 施設整備に関する計画支援事業 

（３）の施設整備に先立ち、表４のとおり計画支援事業を行う。 
 

表４ 実施する計画支援事業 

事業 

番号 
事業名 事業内容 事業期間 

1 
明石市マテリアルリサイクル推進施設整備（事業

番号 1）に係る地質調査事業 
地質調査 
地歴調査 

R6 

1及び 2 

明石市マテリアルリサイクル推進施設整備（事業

番号 1）及び明石市エネルギー回収型廃棄物処理

施設整備（事業番号 2）生活環境影響調査事業 

生活環境影響調査 H30~R5 

2 
明石市エネルギー回収型廃棄物処理施設整備（事

業番号 2）に係る地質調査事業 

地質調査 
地歴調査 

R6 

1及び 2 

明石市マテリアルリサイクル推進施設整備（事業

番号 1）及び明石市エネルギー回収型廃棄物処理

施設整備（事業番号 2）に係る土壌調査事業 
土壌調査 R1~R7 
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1及び 2 

明石市マテリアルリサイクル推進施設整備（事業

番号 1）及び明石市エネルギー回収型廃棄物処理

施設整備（事業番号 2）に係る基本計画策定等調

査事業 

基本計画策定 R1~R4 

1及び 2 

明石市マテリアルリサイクル推進施設整備（事業

番号 1）及び明石市エネルギー回収型廃棄物処理

施設整備（事業番号 2）に係る基本設計・事業者

選定支援等調査事業 

基本設計 
事業者選定支援等 

R5～R7 

 

（５） 災害廃棄物処理計画策定支援事業 
表５のとおり災害廃棄物処理計画策定支援事業を行う。 
 

表５ 実施する災害廃棄物処理計画策定支援事業 

事業 
番号 

事業名 事業内容 事業期間 

3 
明石市災害廃棄物処理計画策定支援事業に係る調査事

業 
災害廃棄物処

理計画策定 
H30 

 
（６） その他の施策 

その他、地域の循環型社会を形成する上で、次の施策を実施していく。 
 

ア 資源ごみ等の持ち去り対策の検討 
ごみ減量・分別意識の低下防止やごみステーションの清潔保持及び適正排出をめざし、

持ち去りに対する啓発等を推進する。また、条例により資源ごみ等を持ち去る行為を規

制するなどの対策を検討する。 
 

イ ごみ処理実績等の積極的公開 
・一般廃棄物処理基本計画の目標値の周知徹底、達成状況や進捗状況の情報発信によ

り、一人ひとりが目標意識をもってごみの減量やリサイクルに取り組めるように努

める。 
・ごみの減量・資源化の推進を図るため、情報媒体の特性を活かしながら、効果的な

情報を発信する。 
 

ウ 実施施策の周知や分かりやすい啓発の工夫 
・市民や事業者にとってわかりやすい広報･啓発の工夫に努める。 
・若者や高齢者、外国人、中小規模の事業者などこれまで情報が届きにくかった人た
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ちに対して、積極的な情報発信に努める。 
 

エ 不法投棄対策の強化 
・家電リサイクル法にかかる家電製品だけではなく、それ以外の不法投棄に対する取

り組みについても、引き続き地域や関係機関（国・県・警察等）との連携強化を図

る。 
・広報紙やホームページ等を通して、不法投棄防止に関する周知徹底を図るとともに、

市民及び事業者等の不法投棄に対する意識啓発を図り、市民、事業者等と連携した

不法投棄の発見と通報及び防止活動の普及啓発に努める。 
 
  オ 災害廃棄物処理対策 

平成 31 年３月に策定した明石市災害廃棄物処理計画を踏まえ、災害時に発生する廃

棄物の広域的処理体制の確保を図るため、他自治体や関係団体との総合的な支援連携を

構築する。 
・仮 置 場…一定規模以上のものを対象に候補地を選定、リスト化し、災害状況に

合わせて適切な候補地に仮置場を設置する。 
・最終処分場…自区内処分場を候補地とする。 
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４ 計画のフォローアップと事後評価 

 

（１）計画のフォローアップ 

計画の進捗状況を把握し、その結果を公表するとともに、必要に応じて、国及び兵庫県

と意見交換をしつつ、計画の進捗状況を勘案し、計画の見直しを行う。 
 
（２）事後評価及び計画の見直し 

計画期間終了後、処理状況の把握を行い、その結果が取りまとまった時点で、速やかに

計画の事後評価、目標達成状況の評価を行う。 
また、評価の結果を公表するとともに、評価結果を次期計画策定に反映させるものとす

る。 
なお、計画の進捗状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要に応じ計画を見直すもの

とする。 
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1
,1

9
2
,0

0
0
㎥

S
5
8
.1

2

ご
み

焼
却

施
設

明
石

ｸ
ﾘｰ

ﾝ
ｾ

ﾝ
ﾀ
ｰ

焼
却

施
設

明
石

市
連

続
燃

焼
式

4
8
0
ト
ン

/
日

H
1
1
.4

リ
サ

イ
ク

ル
セ

ン
タ

ー
明

石
ｸ
ﾘｰ

ﾝ
ｾ

ﾝ
ﾀ
ｰ

破
砕

選
別

施
設

明
石

市
破

砕
・
資

源
選

別
9
2
ト
ン

/
５
ｈ

H
1
1
.4

最
終

処
分

場
明

石
市

第
３
次

最
終

処
分

場
明

石
市

セ
ル

方
式

準
好

気
性

埋
立

4
2
0
,0

0
0
㎥

H
1
9
.3

（
２
）
更

新
（
改

良
）
・
新

設
施

設
リ
ス

ト

施
設

種
別

施
設

名
事

業
主

体
型

式
及

び
処

理
方

式
処

理
能

力
（
単

位
）

竣
工

予
定

年
月

日
更

新
（
改

良
）
・

新
設

理
由

廃
焼

却
施

設
の

解
体

の
有

無
及

び
解

体
施

設
の

名
称

廃
焼

却
施

設
解

体
事

業
着

手
（
予

定
）
年

月
完

了
（
予

定
）
年

月

想
定

さ
れ

る
浸

水
深

と
対

策

プ
ラ

ス
チ

ッ
ク

再
商

品
化

を
実

施
す

る
た

め
の

施
設

整
備

事
業

備
考

焼
却

施
設

新
ご

み
処

理
施

設
（
焼

却
施

設
）

明
石

市
連

続
燃

焼
式

3
0
0
ト
ン

/
日

R
1
3
.3

老
朽

有
（
大

久
保

清
掃

工
場

）
R
8
.3

～
R
1
0
.3

※
浸

水
の

お
そ

れ
な

し

大
久

保
清

掃
工

場
解

体
事

業
と

一
体

と
し

て
新

ご
み

処
理

施
設

を
整

備

リ
サ

イ
ク

ル
セ

ン
タ

ー
新

ご
み

処
理

施
設

（
破

砕
選

別
施

設
）

明
石

市
破

砕
・
選

別
3
4
ト
ン

/
５
ｈ

R
1
3
.3

老
朽

※
浸

水
の

お
そ

れ
な

し
〇

※
浸

水
の

お
そ

れ
な

し
R
1
3
.3

　
休

止
予

定

※
浸

水
の

お
そ

れ
な

し
R
1
3
.3

　
休

止
予

定

※
浸

水
の

お
そ

れ
な

し

※
浸

水
の

お
そ

れ
な

し

想
定

さ
れ

る
浸

水
深

と
対

策
備

考

※
浸

水
の

お
そ

れ
な

し
休

止
中

の
大

久
保

清
掃

工
場

を
解

体
し

、
新

ご
み

処
理

施
設

（
焼

却
施

設
）
を

整
備
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様

 式
 ２

事
　

業
　

名
　

称
単

位
開

始
終

了
平

成

3
0
年

度

令
和

元
年

度

令
和

2
年

度

令
和

3
年

度

令
和

4
年

度

令
和

5
年

度

令
和

6
年

度

平
成

3
0
年

度

令
和

元
年

度

令
和

2
年

度

令
和

3
年

度

令
和

4
年

度

令
和

5
年

度

令
和

6
年

度

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

1
明

石
市

3
4

t/
5
h

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

全
体

事
業

：
R
9

～
R
1
2

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

2
3
0
0

t/
日

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

全
体

事
業

：
R
7

～
R
1
2

新
設

明
石

市
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
全

体
事

業
：
R
8

～
R
1
2

解
体

明
石

市
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
0

0
全

体
事

業
：
R
7

～
R
9

1
4
5
,5

2
9

1
2
,0

1
7

5
9
,6

4
6

0
1
3
,7

7
1

9
5
7

2
4
,3

0
7

3
4
,8

3
1

1
2
3
,8

3
8

1
0
,2

3
8

5
1
,6

8
8

0
9
,7

7
4

0
1
7
,3

0
7

3
4
,8

3
1

1
明

石
市

R
6

R
6

1
,0

0
0

0
0

0
0

0
0

1
,0

0
0

1
,0

0
0

0
0

0
0

0
0

1
,0

0
0

1
,2

明
石

市
H

3
0

R
5

5
6
,0

9
6

1
2
,0

1
7

3
7
,0

7
9

0
0

0
7
,0

0
0

0
4
4
,6

5
1

1
0
,2

3
8

3
4
,4

1
3

0
0

0
0

0

2
明

石
市

R
6

R
6

1
,0

0
0

0
0

0
0

0
0

1
,0

0
0

1
,0

0
0

0
0

0
0

0
0

1
,0

0
0

1
,2

明
石

市
R
1

R
6

9
,9

3
8

0
9
,9

3
8

0
0

0
0

0
5
,4

3
0

0
5
,4

3
0

0
0

0
0

0
全

体
事

業
：
R
1

～
R
7

1
,2

明
石

市
R
1

R
4

2
7
,3

5
7

0
1
2
,6

2
9

0
1
3
,7

7
1

9
5
7

0
0

2
1
,6

1
9

0
1
1
,8

4
5

0
9
,7

7
4

0
0

0

1
,2

明
石

市
R
5

R
6

5
0
,1

3
8

0
0

0
0

0
1
7
,3

0
7

3
2
,8

3
1

5
0
,1

3
8

0
0

0
0

0
1
7
,3

0
7

3
2
,8

3
1

全
体

事
業

：
R
5

～
R
7

2
,8

7
9

2
,8

7
9

0
0

0
0

0
0

2
,8

7
9

2
,8

7
9

0
0

0
0

0
0

3
明

石
市

H
3
0

H
3
0

2
,8

7
9

2
,8

7
9

0
0

0
0

0
0

2
,8

7
9

2
,8

7
9

0
0

0
0

0
0

1
4
8
,4

0
8

1
4
,8

9
6

5
9
,6

4
6

0
1
3
,7

7
1

9
5
7

2
4
,3

0
7

3
4
,8

3
1

1
2
6
,7

1
7

1
3
,1

1
7

5
1
,6

8
8

0
9
,7

7
4

0
1
7
,3

0
7

3
4
,8

3
1

※
１

事
業

番
号

に
つ

い
て

は
、

計
画

本
文

３
(3

)表
４

に
示

す
事

業
番

号
及

び
様

式
３

の
施

設
整

備
に

関
す

る
事

業
番

号
と

一
致

さ
せ

る
こ

と
。

ま
た

、
様

式
３

に
示

す
施

策
の

う
ち

関
連

す
る

も
の

が
あ

れ
ば

、
合

わ
せ

て
番

号
を

記
入

す
る

こ
と

。
※

２
広

域
連

合
、

一
部

事
務

組
合

等
に

つ
い

て
は

、
欄

外
に

構
成

す
る

市
町

村
を

注
記

す
る

こ
と

。
※

３
実

施
し

な
い

事
業

の
欄

は
削

除
し

て
構

わ
な

い
。

※
４

同
一

施
設

の
整

備
で

あ
っ

て
も

、
交

付
金

を
受

け
る

事
業

主
体

ご
と

に
記

載
す

る
。

※
５

事
業

が
地

域
計

画
を

跨
ぐ

場
合

は
備

考
欄

に
全

体
の

事
業

期
間

を
記

載
す

る
こ

と
。

な
お

、
事

業
期

間
は

交
付

対
象

外
部

分
の

み
を

行
う

期
間

も
含

む
。

※
６

廃
焼

却
施

設
の

解
体

と
新

施
設

の
建

設
を

異
な

る
事

業
主

体
が

実
施

す
る

場
合

は
、

そ
れ

ぞ
れ

の
事

業
費

を
記

載
す

る
こ

と
。

※
７

過
年

度
分

に
つ

い
て

は
実

績
額

を
記

載
し

て
い

る
。

循
環

型
社

会
形

成
推

進
交

付
金

等
事

業
実

施
計

画
総

括
表

２

事
　

業
　

種
　

別
事

業
番

号
※

１

事
業

主
体

名
　

　
　

称
※

２

規
　

模
事

業
期

間
※

５
総

事
業

費
（
千

円
）

交
付

対
象

事
業

費
（
千

円
）

備
　

　
考

○
マ

テ
リ

ア
ル

リ
サ

イ
ク

ル
推

進
等

に
関

す
る

事
業

リ
サ

イ
ク

ル
セ

ン
タ

ー
整

備
事

業

○
エ

ネ
ル

ギ
ー

回
収

等
に

関
す

る
事

業

ご
み

焼
却

施
設

整
備

事
業

○
施

設
整

備
に

関
す

る
計

画
支

援
事

業

○
災

害
廃

棄
物

処
理

計
画

策
定

支
援

事
業

明
石

市
災

害
廃

棄
物

処
理

計
画

策
定

支
援

事
業

に
係

る
調

査
事

業

合
  

  
 　

　
計

リ
サ

イ
ク

ル
セ

ン
タ

ー
整

備
に

係
る

地
質

調
査

事
業 リ

サ
イ

ク
ル

セ
ン

タ
ー

整
備

及
び

ご
み

焼
却

施
設

整
備

に
係

る
生

活
環

境
影

響
調

査
事

業

ご
み

焼
却

施
設

整
備

に
係

る
地

質
調

査
事

業

リ
サ

イ
ク

ル
セ

ン
タ

ー
整

備
及

び
ご

み
焼

却
施

設
整

備
に

係
る

土
壌

調
査

事
業

リ
サ

イ
ク

ル
セ

ン
タ

ー
整

備
及

び
ご

み
焼

却
施

設
整

備
に

係
る

基
本

計
画

策
定

等
調

査
事

業

リ
サ

イ
ク

ル
セ

ン
タ

ー
整

備
及

び
ご

み
焼

却
施

設
整

備
に

係
る

基
本

設
計

・
事

業
者

選
定

支
援

等
調

査
事

業
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添付資料１ 

ごみ処理施設位置図（現況及び予定） 
 

 
 
 
   

明石市第３次最終処分場 明石クリーンセンター 焼却施設 
明石クリーンセンター 破砕選別施設 

大久保清掃工場 

明石市第２次最終処分場 

【新設予定】焼却施設、破砕選別施設 
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添
付
資
料
２
　
指
標
と
人
口
等
に
関
す
る
ト
レ
ン
ド
グ
ラ
フ

H
2
2

H
2
3

H
2
4

H
2
5

H
2
6

H
2
7

H
2
8

H
2
9

H
3
0

R
1

R
2

R
3

R
4

R
5

R
6

R
7

2
9
6
,
8
2
1

2
9
6
,
7
1
8

2
9
6
,
5
1
9

2
9
6
,
7
7
1

2
9
7
,
2
1
9

2
9
7
,
9
7
5

2
9
8
,
2
7
6

3
0
0
,
4
7
4

3
0
2
,
4
8
6

3
0
3
,
6
6
0

3
0
3
,
8
3
8

3
0
3
,
9
0
9

3
0
3
,
9
8
0

3
0
4
,
0
5
1

3
0
4
,
1
2
2

3
0
4
,
1
9
3

9
,
6
6
0

9
,
6
6
0

9
,
0
4
7

9
,
0
4
7

9
,
0
4
7

9
,
0
4
7

9
,
0
4
7

8
,
9
3
7

8
,
9
3
7

8
,
9
3
7

8
,
9
3
7

8
,
9
3
7

8
,
9
3
7

8
,
9
3
7

8
,
9
3
7

8
,
9
3
7

事
業

系
排

出
量

(
t
)

3
6
,
6
4
2

3
5
,
3
9
3

3
3
,
2
5
8

3
3
,
5
5
9

3
4
,
1
3
2

3
3
,
9
9
0

3
4
,
0
6
4

2
9
,
3
9
3

3
3
,
7
6
8

3
3
,
8
0
3

2
9
,
8
5
3

3
3
,
4
5
0

3
3
,
0
3
8

3
2
,
6
2
7

3
2
,
2
1
5

3
1
,
8
0
4

1
事

業
所

あ
た

り
排

出
量

(
t
/
事

業
所

)
3
.
7
9

3
.
6
6

3
.
6
8

3
.
7
1

3
.
7
7

3
.
7
6

3
.
7
7

3
.
2
9

3
.
7
8

3
.
7
8

3
.
3
4

3
.
7
4

3
.
7
0

3
.
6
5

3
.
6
0

3
.
5
6

生
活

系
排

出
量

(
t
)

6
8
,
1
8
3

6
5
,
0
7
2

6
7
,
0
6
2

6
6
,
4
9
9

6
5
,
6
8
5

6
5
,
0
1
9

6
3
,
2
1
3

6
2
,
0
2
1

6
3
,
7
1
3

6
3
,
6
2
7

6
3
,
9
5
9

6
4
,
2
3
7

6
3
,
9
4
2

6
3
,
6
4
5

6
3
,
3
4
9

6
3
,
0
5
3

1
人

あ
た

り
排

出
量

(
k
g
/
人

)
2
2
0

2
0
9

2
0
6

2
0
4

2
0
2

2
0
0

1
9
6

1
9
1

1
9
5

1
9
4

1
9
4

1
9
6

1
9
5

1
9
4

1
9
3

1
9
2

1
0
4
,
8
2
5

1
0
0
,
4
6
5

1
0
0
,
3
2
0

1
0
0
,
0
5
8

9
9
,
8
1
7

9
9
,
0
0
9

9
7
,
2
7
7

9
1
,
4
1
4

9
7
,
4
8
1

9
7
,
4
3
0

9
3
,
8
1
2

9
7
,
6
8
7

9
6
,
9
8
0

9
6
,
2
7
2

9
5
,
5
6
4

9
4
,
8
5
7

集
団

回
収

量
(
t
)

9
,
2
2
6

9
,
0
6
4

8
,
7
6
9

8
,
5
3
5

8
,
2
8
4

8
,
0
3
4

7
,
6
4
3

7
,
1
1
8

7
,
0
1
8

5
,
3
1
4

5
,
1
4
1

6
,
1
5
8

6
,
0
6
9

5
,
9
7
9

5
,
8
9
0

5
,
8
0
1

直
接

資
源

化
量

(
t
)

3
,
6
2
7

3
,
2
0
8

2
,
9
8
5

2
,
8
2
7

2
,
7
8
4

2
,
3
9
1

1
,
9
2
6

2
,
0
7
1

1
,
9
2
7

1
,
8
8
9

2
,
0
1
3

1
,
9
3
1

1
,
8
9
2

1
,
8
5
2

1
,
8
1
3

1
,
7
7
2

処
理

後
再

生
利

用
量

(
t
)

2
,
8
3
6

2
,
9
2
8

2
,
5
1
5

2
,
3
2
2

2
,
5
8
8

2
,
3
2
9

2
,
5
8
1

2
,
8
3
7

2
,
8
4
1

2
,
9
7
2

3
,
0
0
6

2
,
8
1
2

2
,
8
0
2

2
,
7
9
3

2
,
7
8
3

2
,
7
7
4

総
資

源
化

量
(
t
)

1
5
,
6
8
9

1
5
,
2
0
0

1
4
,
2
6
9

1
3
,
6
8
4

1
3
,
6
5
6

1
2
,
7
5
4

1
2
,
1
5
0

1
2
,
0
2
6

1
1
,
7
8
6

1
0
,
1
7
5

1
0
,
1
6
0

1
0
,
9
0
1

1
0
,
7
6
3
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【参考資料様式１】 

施設概要（マテリアルリサイクル施設系） 

都道府県名  兵庫県 

(1) 事業主体名 明石市 

(2) 施設名称 新ごみ処理施設（破砕選別施設） 

(3) 工期 令和 9年度～令和 12年度年度（予定） 

(4) 施設規模 処理能力 34ｔ／5h 

(5) 処理方式  破砕・選別 

(6) 地域計画内の役割 ※1  資源化の向上、適正処理の確保 

(7) 廃焼却施設解体工事の有無  有 無 

 

「ストックヤード」を整備する場合 

(8) ストック対象物  缶・ビン・ペットボトル成形品 

 

「容器包装リサイクル推進施設」を整備する場合 

(9) 容器包装リサイクル推進施

設の内訳 

①分別収集回収拠点の整備 
・ごみの分別収集・処理方法 
・ごみ容器の種類・設置基数 
・建築物の構造 

②小規模ストックヤードの整備 
・施設規模 
・ストック対象物 

③簡易プレス機の整備 
・処理方法 
・処理能力 
・設置場所 

④電気ごみ収集車及び分別ごみ収集車の整備 
・導入台数（積載量） 
・運行計画 

 

「灰溶融施設」を整備する場合 

(10) スラグの利用計画  なし 

 

(11)総事業計画額 ※2 
0 千円（全体：3,982,000千円） 

うち、交付対象事業費 0千円（全体：3,982,000千円） 

 

※1 基幹的設備改良事業を実施する場合は、二酸化炭素の削減率を記載すること。 

※2 事業が複数の地域計画にまたがる場合、本地域計画期間内の金額を記載し、全体の金額を括弧

書きすること。 
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【参考資料様式２】 

施設概要（エネルギー回収施設系） 

都道府県名  兵庫県 

(1) 事業主体名  明石市 

(2) 施設名称  新ごみ処理施設（焼却施設） 

(3) 工期 
令和 7年度～令和 9年度（解体工事分） 

（全体工期 令和 7年度～令和 12年度） 

(4) 施設規模 処理能力 300ｔ／日（100 ｔ／日× 3炉） 

(5) 形式及び処理方式  全連続燃焼方式 

(6) 余熱利用の計画 
１．発電の有無  有（発電効率 未定％） ・ 無 

２．熱回収の有無 有（熱回収率 未定％） ・ 無 

(7) 地域計画内の役割 

※1 
 適正処理の確保及びエネルギー回収の推進 

(8) 廃焼却施設解体工事の有無  有 無 

 

「ごみ燃料化施設」を整備する場合 

(9) 燃料の利用計画 なし 

 

「メタンガス化施設」を整備する場合 

(10) バイオガス熱利用率 ｋWh／ごみｔ 

(11) バイオガスの利用計画 なし 

 

 

(12)総事業計画額 
0 千円（全体：20,928,000千円） 

うち、交付対象事業費 0千円（全体：20,928,000 千円） 

 

※1 基幹的設備改良事業を実施する場合は、二酸化炭素の削減率を記載すること。また、二酸化炭

素排出抑制対策事業費等補助金を活用する場合は、廃棄物処理施設で生じた熱や発電した電力を

地域でどう利活用するかについても記載すること。 

※2 事業が複数の地域計画にまたがる場合、本地域計画期間内の金額を記載し、全体の金額を括弧

書きすること。 
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【参考資料様式７】 

計 画 支 援 概 要 

都道府県名  兵庫県 

(1)事業主体名  明石市 

(2)事業目的 
 新ごみ処理施設（破砕選別施設）整備事業及び新ごみ処理施設（焼却施設）

整備事業のため 

(3)事業名称 

新ごみ処理施設（破砕選

別施設）整備事業に係る

地質調査事業 

新ごみ処理施設（破砕選

別施設及び焼却施設）整

備事業に係る生活環境

影響調査事業 

新ごみ処理施設（焼却施

設）整備事業に係る地質

調査事業 

(4)事業期間 令和 6年度 
平成 30年度 ～ 

 令和 5年度 
令和 6年度 

(5)事業概要 

新ごみ処理施設（破砕選

別施設）整備に際し、地

質調査を実施する。 

新ごみ処理施設（破砕選

別施設及び焼却施設）整

備に際し、生活環境影響

調査を実施する。 

新ごみ処理施設（焼却施

設）整備に際し、地質調

査を実施する。 

 

(6)事業計画額 

1,000千円(全体:1,000千円) 

うち、交付対象事業費 

1,000千円(全体:1,000千円) 

56,096千円(全体: 56,096千円) 

うち、交付対象事業費 

44,651千円(全体:44,651千円) 

1,000千円(全体:1,000千円) 

うち、交付対象事業費 

1,000千円(全体:1,000千円) 

 

※1 事業が複数の地域計画にまたがる場合、本地域計画期間内の金額を記載し、全体の金額を括弧

書きすること。 
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【参考資料様式７】 

計 画 支 援 概 要 

都道府県名  兵庫県 

(1)事業主体名  明石市 

(2)事業目的 
 新ごみ処理施設（破砕選別施設）整備事業及び新ごみ処理施設（焼却施設）

整備事業のため 

(3)事業名称 

新ごみ処理施設（破砕選

別施設及び焼却施設）整

備事業に係る土壌調査

事業 

新ごみ処理施設（破砕選

別施設及び焼却施設）整

備事業に係る基本計画

策定等調査事業 

新ごみ処理施設（破砕選

別施設及び焼却施設）整

備事業に係る基本設計・

事業者選定支援等調査

事業 

(4)事業期間 
令和元年度 ～ 

令和 7年度 

令和元年度 ～ 

令和 4年度 

令和 5年度 ～ 

令和 7年度 

(5)事業概要 

新ごみ処理施設（破砕選

別施設及び焼却施設）整

備に際し、土壌（表層、

詳細）等調査を実施す

る。 

新ごみ処理施設（破砕選

別施設及び焼却施設）整

備に際し、基本計画策定

業務及び民間活力導入

可能性調査等を実施す

る。 

新ごみ処理施設（破砕選

別施設及び焼却施設）整

備に際し、設計作成・事

業者選定支援等を実施

する。 

 

(6)事業計画額 

9,938千円(全体:21,938千円) 

うち、交付対象事業費 

5,430千円(全体:17,430千円) 

27,357千円(全体 27,357千円) 

うち、交付対象事業費 

21,619千円(全体:21,619千円) 

50,138千円(全体 60,156千円) 

うち、交付対象事業費 

50,138千円(全体 60,156千円) 

 

※1 事業が複数の地域計画にまたがる場合、本地域計画期間内の金額を記載し、全体の金額を括弧

書きすること。 
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【参考資料様式７】 

計 画 支 援 概 要 

都道府県名  兵庫県 

(1) 事業主体名  明石市 

(2) 事業目的 
 新ごみ処理施設（破砕選別施設）整備事業及び新ごみ処理施設（焼却

施設）整備事業のため 

(3) 事業名称 災害廃棄物処理計画策定支援事業に係る調査事業 

(4) 事業期間 平成 30年度 

(5) 事業概要 災害廃棄物処理計画策定支援を実施する。 

 

(6) 事業計画額 

2,879千円（全体：2,879千円） 

うち、交付対象事業費 

2,879千円（全体：2,879千円） 

 

※1 事業が複数の地域計画にまたがる場合、本地域計画期間内の金額を記載し、全体の金額を括

弧書きすること。 
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